別記様式（第３条関係）

過疎地域における固定資産税の課税の特例による

固定資産税課税免除申請書
令和　　年　　月　　日

　新　得　町　長　様

　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　申請人

　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の課税の特例に関する条例第３条の規定により、令和　　年度分の固定資産税の課税免除をうけたいので別紙関係書類を添えて申請します。

記

１　事業所形態の明細書（別紙１）
２　資産の明細書
３　施設全体の見取り図

４　施設の立面図

５　法人税法施行規則別表１６の写し（法人税の確定申告書）最新のもの

６　特別償却を実施しない場合、その理由書

７　土地の売買契約書（土地を取得し、１年以内に建物を着工する場合）

別紙１

事業所形態の明細書
１　事業所の名称及び所在地

２　事業所の業種、主要品目及び新増設に伴う増加生産額

３　新増設の区分

４　青色申告の有無

５　新増設に係る工業生産設備の操業開始の日及びその属する事業年度又は年

操業開始の日　　　令和　　年　　月　　日

事業年度又は年　自　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　至　令和　　年　　月　　日

６　新増設に係る増加雇用者数（日々雇入れられる者を除く。）
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注　第２課税年度以降においては、「操業開始の日を含む事業年度又は年」を「賦課期日の日を含む事業年度」に「その前の事業年度又は前年」を「操業開始の日を含む事業年度の前の事業年度」と読み替える。

